
目　的

　頭首工（農業用取水施設）の主要施設である取水堰で

は，セキ上げに伴う堰直上流堆砂により堰下流の河床低

下を生じやすく，また，可動堰の場合は堰放流による堰

直下流での局所洗掘も生じやすい（図１）．このため，堰

上下流で河床に落差がつきやすく，この落差が経年的に

拡大していくと，堰本体の構造安定への悪影響や，堰を

跨ぐ生物移動に支障を来す等，環境上の問題を生じうる．

　この堰落差は，戦後，洪水への安全性向上や取水管理

の適正化・効率化のために取水堰の合口（統合），大規模

化が進んだことで拡大しやすくなっていると考えられ，

その実態を把握することは，取水堰の補修・改修の頻度

や規模など，ライフサイクルマネジメントの基礎情報収

集という点で重要であると共に，近年，利水と環境の調

和や生物多様性保全も求められていることから，堰築造

後の環境影響評価の基礎情報としても重要である．

　本報文は以上の見地から，平野部の受益農地の広さゆ

え，比較的早期に取水堰の合口化（統合），大規模化が進

められ，経年的に堰落差が大きくなっている可能性が高

い，かつ長期の河床変動の知見が得やすい都市近郊圏（中

京圏）の取水堰について，堰落差や周辺河床の経年変化

に関する調査，分析を行ったものである．

調査地

調査堰の選定

　ここでの調査堰は，農業利水が主目的で，かつ戦後，国・

県営で築造，改修が成されたものとした．これは，戦後，

国・県営で築造，改修が成された取水堰は，工事への重

機利用の進展，ゲートの大型化，合口等もあり，旧来の

低堰高の斜め固定堰とは堰型式が抜本的に変わったうえ，

従来よりも大規模化，高堰高化しているものが多く，生

物移動や維持管理上の問題も大きいと目されたからであ

る．ただし，上流域の比較的小規模な取水堰（渓流取水

工等）は今回の調査対象に含めなかった．以上の条件に

該当する堰を工事図譜（農業土木学会１９６５，１９９０）から

リストアップすると，調査対象の堰は２１カ所（１１河川）

となる．

調査堰の特徴

　調査堰は，図２に示すように豊川，矢作川，庄内川，

長良川，木曽川，揖斐川，員弁川，鈴鹿川，安濃川，雲

出川，宮川の計１１河川に散在しており，そのセグメント

分布（山本１９８８）は図３のようになった．

　図３よりほとんどの堰はセグメント２に属す勾配域に

分布していることが分かる．これらの堰地点河床勾配の

平均値は１／４５６，中央値は１／５６３であった．

　また，これらの堰は，合口に伴い可動堰化されている

ものが多く（全体の約８０％），上流河床標高と堰敷標高

は概ね同一で，堰の直上流堆砂に伴う直下での経年的落

差は生じにくい構造となっていた．すなわち，改修時の

堰高（低水路における堰天端高と堰上流河床の標高差）
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は，０～３mであり，その平均値，中央値は各々０．４７m，

０mであった（図４）．

　一方，堰では放流に伴う下流洗掘により落差を生じる

場合もある．下流洗掘が最も生じやすいのは，洪水初期

で河川低水路部のゲートを少し開けた時，かつ下流水位

が十分上昇していない時と目される．この時の堰上下流

最大水位差は，ゲート上端標高と下流護床の標高差を超

えないが，その値を想定最大水位差として，調査堰の築

造時（近代的改修時）について示すと図５のようになる．

調査堰の想定最大水位差は０．７８～５．５０mで，その平均値，

中央値は各々３．０１m，３．０３mであった．

方　法

　調査は，堰築造時（近代的改修時），改修時の工事図面，

設計書類（農業土木学会１９４２，１９６５，１９９０；農林省京都

農地事務局１９５８；農林水産省東海農政局１９７９，１９８３， 

１９８４a，１９８４b，１９８６，１９８９）と当該堰の存する河川の過

去の航空写真，河床測量等諸データ（国土交通省中部地

方整備局三重工事事務所２００３；国土交通省河川局

２００５，２００６a；三重県２００３），当該堰周辺の生物調査デー

タ（リバーフロント整備センター１９９８）の収集，および

当該堰の現況の観測，写真撮影により行った．現況観測
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図 1　堰直下の河床低下



は，２００６年１２月～２００７年３月にかけて実施し，各堰付

設の魚道上下流口の堆砂・段差状況と魚道の通水状況・

破損状況，魚道と河川ミオ筋との位置関係，非潅漑期の

堰ゲート開閉状況，魚道各部・堰下流エプロン・護床・

護床下流近傍河床の標高を観測，計測した．計測にはト

ータルステーション（Nikon製 GF-20C）を用いた．

結　果

河床縦断形状の変動

　調査堰が存する河川の河床縦断形状の変動事例を示す

と図６のようになる．本図は，昭和４０年以前の河床デー

タが存在する河川について，最近の河床と比較したもの

である．このような比較的古い河床データが存在する河

川では，河床変動の傾向を明瞭に捉えることが出来た．

すなわち，概ね高度成長期を跨ぐ時期に河床低下が下流

域～中流域で全川的に進んでおり，近年になってそれが

安定化する傾向が見られた．

河床の変化速度の経年変化

　過去の河床データが得られた全ての河川について，調

査堰地点を中心に河床高の変化速度の推移を示すと図７

のようになる．

　図７では，最深河床高，平均河床高の変化速度を，堰

上下流２km区間毎の最深河床，平均河床各々の縦断平

均値の経年変化から算出している．区間２kmとしたの

は，調査堰河川の低水路に出来る交互砂州の半波長の推

定最大値からである．すなわち，調査堰の最大低水路幅

は２０８mであり，それに対応する交互砂州の半波長は，村

本・藤田（１９７８，図８参照）の研究成果に依れば２km

程度となるので，河床高をこの区間長で平均処理するこ
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図 2　調査堰の位置

図 3　調査堰地点の河床勾配

図 4　調査堰の築造時（近代的改修時）における堰高

図 5　調査堰の築造時（近代的改修時）における想定最
大水位差
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図 6　河床変動状況の一事例

図 7　調査堰付近の河床変化速度の推移（上段：堰上流，下段：堰下流，右側：最深河床，
左側：平均河床）

図 8　低水路幅と交互砂州の波長の関係（村本・藤田
１９７８）



とで縦断平均河床高における河床波の凹凸，砂州進行の

影響を均している．

　図７から，最深河床高，平均河床高いずれでも，堰の

上下流，堰から離れた区間，近い区間いずれで見ても，

河床変化速度は低下側（－）に偏っており，かつそれが

近年（概ね１９９５年以降），終息していることが分かる．

堰落差の経年変化

　前節までの結果より，調査堰付近の河床は，かつては

堰上下流の広範に亘り低下傾向が卓越し，近年は概ね安

定化しつつあることが分かった．しかし，堰本体やセキ

上げ水位は安定しているので，これまでの河床低下の累

積は，堰直下での落差増大に表出すると考えられる．

　この状況を堰下流近傍６００m区間の河床標高経年デー

タ，堰築造当初と中途改修の設計図・設計書の調査結果

及び２００６年１２月～２００７年３月の現地観測結果から確認

したのが図９である．図中，黒点は，堰下流６００m区間

で平均した最深河床標高の変化を，築造当初の堰下流護

床標高（≒魚道下流口設計標高≒堰直下河床高）を基準

（０m）として示したものである．また，白抜き点は，

同様に，堰下流護床末端標高の変化を示している．

　図９中の回帰線より，堰下流６００m区間平均の最深河

床は，築造後暫くは比較的早い速度で低下し，堰地点と

の落差が急激に拡大したこと，しかし，近年，その低下

傾向が安定化しつつあることが分かる．実際，堰下流護

床末端標高も同様の変動傾向となっており，下流河床の

変動に追従して護床末端が沈下している状況が見てとれ

る．

　なお，図９で最深河床標高を用いたのは，これがパイ

ピング，下流洗掘等，堰の構造安定を見る上で重要なう

え，魚道下流口（入り口）設定の基準標高になるからで

ある（但し，図中，最深河床データのない２河川２堰は

平均河床データで代替）．

　また，下流６００m区間平均としたのは，堰下流近傍の

局所的河床凹凸形状や河床高測線間隔の粗さ（概ね

２００m間隔）による局所的河床高の影響を極力除去し，

堰下流近傍河床高の時系列的変化傾向をより良く捉える

ためである．この際，堰直下では，堰放流による局所洗

掘が河床凹凸形状に比較的影響すると考えられるので，

それにより生じる縦断凹凸地形（局所洗掘による深掘れ

とその巻き上がり土砂の砂堆の山）の１波長を網羅させ

ることも考慮した．ただし，現地の堰下流では，護床工

により流れが減勢されるうえ，堰上流からの流砂や可動

堰ゲート全開放流時の堰上流堆砂の排出による埋め戻し

もあり，実験室のような明確な局所洗掘地形（縦断凹凸

地形）が生じるわけでない．よって，ここでの下流河床

高平均区間長を，既往の実験結果から想定される縦断凹

凸地形の長さ以上にしていれば，局所洗掘による凹凸形

状を均す上で問題が少ないと言える．これに対し，調査

堰の放流ゲートの想定最大水位差（図５より５．５m），最

大ゲート開度（最大ゲート高４．５m以下），最小平均粒

径（最小代表粒径３．８６mm及び平均河床勾配１／４５６より

山本（１９８８）から２mmと概略設定）を，既往の水平床，

下流護床無し，流砂無しの条件での後期洗掘形状の実験

結果（岩佐１９６７；Laursen 1952；土木学会１９８５）に当

てはめると，堰直下洗掘の縦断凹凸地形１波長の最大値

は３１３m程度であり，図９で設定した下流河床高平均区

間長（６００m）はそれより大きい．現地では，上記実験

と異なり，当初水平だった堰下流近傍河床に傾斜がつい

ているものの，水平床時と同様，護床下流端までに跳水

減勢が成されるように護床ブロックが付加されるうえ，

上記実験にはない流砂もある．よって，図９の下流河床

高平均区間長で概ね十分と考えられる．

堰直下洗掘深

　堰下流最近傍の河床深掘れ部の深さ（２０堰１１河川）

は，現状で当初護床標高から－１．０５～－９．９１m，平均約

－３．９２mであった．－９．９１mの堰では堰エプロンのひび

割れも顕著に見られた．一方，堰下流護床の下流端標高

は当初護床標高から－０．２８～－５．５８m，平均約－２．３８m

にあり，堰直下洗掘深は，これと河床深掘れ深との差し

引きで－０．２５～４．３３m，平均約１．４１mであった．

調査堰下流の魚種

　堰下流近傍の採取地点の魚種数は，調査堰平均で２４種

（１２～３３種，１８堰１１河川）であり，オイカワ Zacco platy-

pus，カマツカ Pseudogobio esocinus esocinusは全てで確認

され，次いでアユ Plecoglossus altivelis altivelis（１７堰１１
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図 9　堰下流護床末端，堰下流河床の標高の変化



河川），カワヨシノボリ Rhinogobius flumineus（１６堰１１

河川），カワムツ Zacco temmincki（１５堰１１河川）が多く

確認された．カマキリ Cottus kazika，オオキンブナ Cars-

sius buergeri subsp.,ヨシノボリ類 Rhinnogobius brunneus

の数種（オオヨシノボリ，ルリヨシノボリ，クロヨシノ

ボリ），チチブ Tridentiger obscurus，ツチフキ Pseudogobio 

rivularisは１堰１河川，スナヤツメ Lampetra reissneriは

２堰１河川でしか確認されていない．

結果の評価

河床の変動原因

　河床縦断形状の経年変化（図６）から，概ね昭和４０年

以前の河床データが存在する河川については，高度成長

を跨ぐ時期に，下流域～中流域まで全川的に河床が大き

く低下し，近年，それが安定化する傾向が見られた．

　これについては，高度成長期を中心に，骨材需要の高

まりに伴い河川からの砂利採取が盛んに行われ，それが

河床低下を引き起こしたとの指摘が従来から成されてお

り（福岡１９９８；高橋１９９８；高橋２０００；山本ほか２００４），

かつ調査堰のある河川等の土砂採取量がかつては多く，

近年急減していることから（国土交通省河川局２００６b，

２００６c，２００７a，２００７b，２００８；水土里ネットみえ２００７；

須藤２０００），砂利採取等，人為的要因の影響が大きいと

考えられる．

　一方，河床の変化速度の経年変化（図７）からは，河

床の変化速度が，最深河床，平均河床，堰の上下流，堰

からの距離に依らず，従前，低下側に偏っており，近年（概

ね１９９５年以降），それが終息しつつある傾向が見られた．

　図７の変化速度では，前述のように砂州進行の影響は

概ね均され，河床全体の変化が反映されるが，図７の堰

地点はセグメント１の下流部～セグメント２，すなわち

扇状地から自然堤防帯に相当するので（図３），この点か

らすれば堰付近の河床変化速度がかつて経年的持続的に

マイナス方向に卓越していた状況は不自然と思える．一

般的な事象ではないが，突発的な異常洪水や大地震によ

る地崩れがあれば，（特に最深河床高において）変化速度

は一旦プラス側に振れた後，その後の洪水時土砂流出で

の漸次河床低下に伴い，暫くマイナス方向卓越となるこ

ともありうるだろう．しかし，図７の過去の傾向は，こ

れとも矛盾するものである．

　だが，図７の傾向は，前出図６の傾向とは符号する．

また，堰上流側でも広範に河床低下傾向が見られている

ことから，堰付近の河床変動も河川全体と同様，人為的

要因の影響を受けていることが推察される．

調査堰直下の局所洗掘，河道の特性と現状，動向

　調査堰が築造（近代的改修）された当時の設計基準

（狩野１９７１；農業土木学会１９８２；農林省農地局１９６７；

農林水産省構造改善局１９７８，１９９５；農林水産省東海農政

局１９９１）では，堰の上下流水位変動のうち，最も下流洗

掘しやすい水理条件に対し，減勢工や高粗度の護床工に

より強制跳水させた後，低粗度の護床工被覆区間を経て，

下流に流下させることとしている．したがって，護床下

流端での流況は，前出図５の想定最大水位差でのゲート

自由流出時の露出射流対応水深の流況よりも静穏化する．

当然，可動堰のゲート直下の局所洗掘深も，この想定最

大水位差から既往知見（岩佐１９６７；Laursen 1952；土木

学会１９８５）により推計される値より小さくなる．すなわ

ち，既往知見による推計値は，河床粒径を調査堰中の最

小代表粒径（３．９mm）としても，ゲート上流水頭５．５０m

以下（図５の想定最大水位差以下），ゲート開度１m以

下では図１０のようになるが，実際には，調査堰の河床粒

径は概ね３．９mmより大きいこと，ゲート開度を上げる

につれ下流水位は上がって堰上下流水位差は縮小してい

くこと，ゲート放流は下流護床で減勢されること，増水

時に一時的に放流されるだけであること，これに対し推

計の元になる既往知見の前提条件は，下流水位上昇無し，

長時間放流，上流から給砂無しであることから，最大で

も図１０の推計洗掘深を超えないと考えられる．

　実際，堰下流最近傍の河床深掘れ部の深さは前述のよ

うに，当初護床標高から－１．０５～－９．９１m，平均約－

３．９２mで図１０の推計範囲の低位部に留まっている．む

しろ，平均－３．９２mは，図９に示した堰下流６００m区間

の河床標高変化の現状平均値（河床標高変化の回帰線と

平均経過年数の交点での標高変化）に近く，局所洗掘と
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図 10　堰下流洗掘深さの推計値



いうより下流河床の低下に応じた深さになっている．下

流河床の低下に応じ，堰直下の河床も低下し，それを超

える付加的な局所洗掘は，上流からの給砂で概ね埋め戻

されている状況と考えられる．

　これには，調査堰の堰地点が前出，図３のように概ね

セグメント２（山本１９８８）の自然堤防帯域にあること，

ゆえに局所洗掘が一方的に拡大しにくいこと，堰の可動

堰化により堰敷が低くなっているうえ（図４），洪水時は

ゲート全開とするので，洪水初期のゲート半開時に堰直

下で局所洗掘が生じても事後の増水で埋め戻されること，

等が影響していると考えられる．

堰落差の変化原因と現状，動向

　前出図９中の回帰線より，堰の護床下流端標高は，堰

下流６００m区間平均の河床高と同様の変動傾向で，かつ

ては急速な低下で，近年，安定化していることが分かる．

この変動傾向は，堰上下流の広範な河床変動（図６，図

７）と同様である．よって，護床下流端標高の低下，即

ち堰落差の増大には，堰放流に伴う局所洗掘よりも堰上

下流の広範な河床低下の影響が大きかったと考えられる．

　現状までの堰下流河床低下幅は，堰下流６００m区間平

均河床では，この図９中回帰線と調査堰の築造後経過年

数平均４４年線（全体では３１～５３年）の交点から，回帰

トレンドの平均で見て，当初護床標高から概ね３．６mの

低下である．これに対し，図９中回帰線から明らかなよ

うに，当初の堰下流６００m区間平均河床は，護床標高か

ら－０．８m（図中回帰線と経過年０年の交点）だったの

で，差し引き２．８m分，当該平均河床は現在までに低下

したことになる．

　一方，堰直下に近い護床下流端標高（図中，白抜き点）

の図９中回帰線を見ると，堰下流６００m区間平均河床の

それと類似の傾向で変動しているうえ，現時点（護床標

高データの平均経過年数４２年時点）では当初護床標高か

ら平均２．６mの低下となっており（河床データと同一の

堰のみでも類似の回帰線となり，現時点で平均２．８m低

下），堰下流６００m区間平均河床の現時点までの低下幅

２．８mと近い．このことからも，護床下流端標高の低下，

即ち堰落差の増大には，堰放流による局所洗掘よりも，

堰上下流の広範な河床変動と連動した堰下流河床低下の

影響が大きかったことが伺える．

　堰落差の増大は，図９から分かるように近年終息傾向

にあるものの，過去の河床低下で既に大きくなっており，

２００６年１２月～２００７年３月調査時点の護床下流端標高の

平均値でも２．４mとなっていた．なお，この値は一時点

での計測値なので，従前傾向を加味した図９の回帰推定

値とは必ずしも一致していない．

堰落差の護床，魚道への影響

　前節までに明らかとなった堰落差により，堰下流護床

工（低水路部）では図１１のような落差，延伸が生じてい

る．堰下流護床工は，築造時には概ね水平で施工される

が，図９に示すような落差増大が進行したため，当初設

計で想定されていた減勢機能を保つべく，護床の延伸が

成されてきたことが分かる．現状の護床延長（傾斜方向）

は，当初から最大６．６倍，平均でも２．１倍になっている

（平均経過年数４２年）．

　また，エプロン下流端・護床下流端間で算出される護

床勾配は最大１／７．３，平均１／１７．３であり，これまでの

堰落差増大により，既に渓流河川並みの急勾配となって

いることが分かる．護床上流部は射流となるので（農林

水産省構造改善局１９７８，１９９５），この勾配，長さでは，

大抵の魚は遡上困難と思われる．勾配が急なことから，

護床ブロックの剥離も生じやすく，今後の下流河床，下

流水位の変動にもよるが，減勢機能の低下，直下洗掘の
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図 11　堰下流護床の落差，延長の変化

図 12　魚道の落差，延長の変化



進行により，更なる護床延伸を要す可能性もある．以上

を鑑み，現状の堰下流最近傍の河床深掘れ部まで，護床

を延伸する場合の落差，延長を図１１（×点）に並示した

が，この場合の護床延長は当初より最大１０．５倍，平均

３．８倍になる（現在の平均１．８倍）．しかし，その護床勾

配は最大１／７．４，平均１／１８．９で現状程度に留まる．

　一方，魚道の落差，延長の変化は図１２のようであった．

護床の低下，延伸に伴い，魚道下流口も，より低標高の

下流に移設され，魚道延長（直線距離）は当初から最大

４．６倍，平均でも２倍に伸びている．また，直線距離に

基づく魚道勾配は，当初の平均１／９．４，最大１／２．２から

同１／９．１，１／１．８へとやや急勾配化している．反面，魚

道線形の迂回，スイッチバックの距離に基づく魚道内勾

配は，当初平均１／１１．９，最大１／８に対し，現状でも同

１／１１．７，１／８と緩やかであり，魚道落差が増大しても，

魚道線形の迂回，スイッチバックによる延伸によって魚

道内勾配，魚道内流況を維持している状況が伺える．

　しかし，前述のように下流河床の低下に伴い，護床下

流端は低下し，護床勾配は当初の水平勾配から渓流河川

並みに急勾配化している．“護床面”勾配がこの急勾配の

まま維持されるとは考えにくく，漸次，河床勾配に応じ

た緩勾配への低下（護床上流部の低下）もしくは護床ブ

ロックの流亡が進行する可能性がある（図１３）．実際，

調査堰の中でも既に護床上流部が低下し（“護床面”勾配

は概ね水平化），エプロンと護床上流端に大きな段差が出

来たものがあり，このような事例は他の都市圏近郊の農

業取水堰でも多く見られる．例えば，前出図１の上２つ

の堰はその一例である（延伸した魚道下流口位置がエプ

ロン下流端の落水位置と乖離している）．一方，図１の一

番下の堰ではエプロン・護床上流端間に未だ目立った落

差は生じておらず，護床が急勾配化し，護床ブロックが

一部剥落している状態である．しかし，洪水時に剥落が

進行し，エプロン・護床上流部間に落差が生じると，水

叩き状に落水して，護床上流部の更なる低下や護床面勾

配の緩勾配化が生じやすくなると考えられる．

　護床の急勾配化に伴い，下流の局所洗掘が進行するだ

けならば，図１１に示すように，洗掘進行後も護床勾配が

平均１／１７程度に留まると推計されるので概ね魚道の延

伸で対応可能と見込まれる．だが，護床上流端・エプロ

ン下流端間に落差が付き，“護床面”勾配が緩勾配化して

くると，勾配緩和度合いに応じて集魚位置が上流側に戻

るため，魚道下流口位置も上流に戻す必要が生じる．こ

の場合は，ブロックを増し積みしても下流河床が低下し

ているゆえ，エプロン下流端と下流水位間の落差自体は

解消されない（むしろ，積み増しにより集魚場所が覆わ

れて分かりにくくなる）．結局，魚道下流口位置を上流に

戻すべく，魚道の急勾配化や狭隘スペースでのスイッチ

バック施工などを要すことになろう．調査堰の魚道では，

魚道下流端の位置をエプロン下流端とし，標高を護床下

流端標高まで下げるとすると，平均１／３．９，最大１／２ま

で急勾配化することが推計される．
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図 13　河床低下による護床・魚道への影響



今後の課題

　今回の調査では中京圏を中心に検討したが，同様の状

況は他の大都市近郊圏でも散見される．大都市近郊圏の

河川では，経済活動の活発化による河川水際までの宅地・

商業地・工場用地等の開発進展があり，それに対する治

水必要性の高まりと都市域開発のための河床土砂採取が

相まって，かつては河床が広範に低下したのだと思われ

る．その一方，大都市近郊圏は，洪水時の安全確保の必

要性が高いうえ，受益平野が比較的広く農業生産性も高

いため，戦後，比較的早い時期から農業取水堰の合口，

即ち，小規模に多数分散した取水堰の改廃・統合による

大規模化，効率化が進められてきた．ゆえに，河川の河

床低下の影響は，取水堰での落差増大となって顕著に現

れやすく，中京圏の場合，近年，河床安定しつつあると

は言え，既に堰落差は大きく，護床は急勾配化した状態

になっている．現状，魚道延伸で環境対応が成されてい

るとはいえ，将来的には急勾配護床の緩勾配化や直下で

の局所洗掘により，魚道の急勾配化や更なる延伸が必要

となる堰もありうる（図１３）．

　今後はこれらに対応すべく，急勾配護床直下での洗掘，

急勾配護床の緩勾配化の状況把握とそれへの対策として

の急勾配魚道の開発，魚道以外の堰部分への影響解明と

対策工法開発を行っていきたい．
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摘　要

　本報文では比較的早期に堰の合口（小規模堰の統合），

大規模化が進められ，経年的に堰落差が大きくなってい

る可能性が高い，かつ長期の河床変動の知見が得られや

すい大都市近郊圏（中京圏）の農業取水堰のうち，特に

生物移動の障害となりやすい中下流の大規模堰２１カ所

について，周辺河床や堰落差の経年変化について調査，

分析を行い，堰による生物移動分断の現況と将来動向に

ついて検討を行った．その結果，以下の諸点が明らかと

なった．

１）中京圏の河川では過去の一時期に広範に河床低下が

進行している事例が多く見られる．この河床低下は，高

度成長期を跨ぐ時期に著しくなっており，この時期の経

済活動の活発化（砂利採取等）など人為的要因に依る可

能性が高い．

２）取水堰地点では，河床低下の影響を受けたと見られ

る堰直下落差の増大が見られ，護床下流端で当初より平

均２．４m低下している．

３）堰下流の護床は，落差増大に伴い，延長が平均２．１

倍に延伸され，勾配は当初のフラットから平均１／１７．３

と渓流河川並みに急勾配化している．

４）護床の急勾配化に対し，魚の遡上を図るため，魚道

下流口の下流移設が成され，その延長は当初より平均２

倍となっているものの，魚道内勾配は従前程度に維持さ

れている．

５）しかし，急勾配化した護床では，護床面の低下が漸

次進む可能性があり，その場合，集魚位置が上流に移動

するので，魚道下流口を再度上流に戻す必要が生じる．

この際の魚道勾配は，平均１／３．９まで急勾配化する可能

性がある．これにより魚道の急勾配化や狭隘スペースで

のスイッチバック施工など技術的な問題を生じうる．
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